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1.  平成25年12月期第1四半期の連結業績（平成25年1月1日～平成25年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年12月期第1四半期 1,357 △16.0 △149 ― △134 ― △148 ―
24年12月期第1四半期 1,616 △11.3 2 ― △1 ― △5 ―

（注）包括利益 25年12月期第1四半期 △98百万円 （―％） 24年12月期第1四半期 33百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

25年12月期第1四半期 △2.43 ―
24年12月期第1四半期 △0.09 ―

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

25年12月期第1四半期 4,644 434 8.5
24年12月期 4,638 428 8.7
（参考） 自己資本   25年12月期第1四半期  395百万円 24年12月期  402百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年12月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
25年12月期 ―
25年12月期（予想） 0.00 ― 0.00 0.00

3. 平成25年12月期の連結業績予想（平成25年 1月 1日～平成25年12月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,116 △0.4 29 ― △21 ― △35 ― △0.59
通期 6,599 2.3 209 344.6 106 ― 78 ― 1.31



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期連結財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に掲載されている業績予想に関する記述は、現時点で入手可能な情報に基づき算出した予想であり、潜在的なリスクや不確実性が含まれているため、実
際の業績は予想数値と異なる場合があります。 

※  注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  無
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年12月期1Q 62,627,587 株 24年12月期 59,567,587 株
② 期末自己株式数 25年12月期1Q 120,455 株 24年12月期 119,604 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年12月期1Q 61,134,845 株 24年12月期1Q 57,449,775 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

    当第１四半期連結累計期間（平成25年１月１日～平成25年３月31日）の概況  

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新政権の経済政策や金融政策による期待感により、円

安・株高が進行し、長年続いたデフレ経済からの脱却が徐々に現実味を帯びつつあるものの、ヨーロッパの信

用不安や中国経済の減速などもあって、まだまだ警戒感は大きく、企業の設備投資や個人消費が本格的に回復

するまでには至っていない状態で推移しました。 

 このような状況のもと、当社グループでは、昨年に引き続き原価低減プロジェクトによる収益の改善を推し

進めるとともに、積極的な販売施策を進めるなど売上の確保を目指してまいりました。しかしながら、企業の

設備投資先送りや中国経済の減速の影響は大きく、当第１四半期連結累計期間の売上高は13億5千7百万円(前

年同期比16.0％減）、営業損失1億4千9百万円（前年同期営業利益2百万円）となりました。経常損益につきま

しては、経常損失1億3千4百万円（前年同期経常損失1百万円）となっております。  
  
  セグメント別の状況は次のとおりであります。  
  
（文具事業）  

 景況は徐々に改善傾向にあり、高価格品の売上も少しずつ回復してきておりますが、まだまだ本格的回復ま

でには至らず、売上高は10億3千2百万円（前年同期比10.2％減）、セグメント損失5千4百万円（前年同期セグ

メント損失6百万円）となりました。 

（ロボット機器事業）  

 設備投資について国内企業の姿勢はまだまだ慎重で、設備投資は先送り傾向にあります。海外からの受注も

低調で、売上高は3億2千4百万円（前年同期比30.4％減）、セグメント損失9千4百万円（前年同期セグメント

利益9百万円）となりました。 

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

① 資産、負債及び純資産の状況  

（資産の状況） 

 資産合計は、前連結会計年度末に比べて5百万円増加し、46億4千4百万円となりました。このうち流動資産

は、現金及び預金は増加したものの、売掛金の減少などにより4千5百万円減少して、30億2千9百万円となりま

した。 

 また、固定資産は保有投資有価証券の上昇などにより5千1百万円増加し、16億1千4百万円となりました。 

（負債の状況） 

 流動負債は、前連結会計年度末より4百万円減少し、31億3千万円となりました。  

 固定負債は、前連結会計年度末より4百万円増加し、10億7千9百万円となっております。 

（純資産の状況） 

 純資産は、前連結会計年度末から5百万円増加して、4億3千4百万円となりました。これは、新株予約権の行

使による資本金及び資本剰余金の増加1億4百万円があったものの、利益剰余金1億4千8百万円減少の影響などに

よるものです。    

   

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 平成25年度の第１四半期以降を展望しますと、国内経済の回復が本格化し、個人消費や法人需要が徐々に戻

ってくるものと期待されます。しかしながら、ヨーロッパの信用不安や中国経済の減速の影響など、先行きに

対する警戒感は続き、企業の設備投資については、探り探りの状況となるものと予測されます。 

 このような経済環境のもと、当社グループのセグメントの見通しは、以下のとおりであります。 

（文具事業） 

 個人消費や法人需要の状況は、徐々に回復していくものと思われ、そこへ向けて効果的な新製品の投入や戦

略的な販売施策を行っていくとともに、昨年に引き続き原価低減プロジェクトを一層推進し、売上高を向上さ

せつつ経費を削減し、通年での黒字化を達成します。 

（ロボット機器事業）  

 ４月に発売した新製品ＲＺ－Ａを中心に、主力の射出成形用取出機ロボットを、主に国内市場へ向けて拡販

してまいります。また、経費の削減をより一層推進し、安定した収益構造の確立を目指します。 

１．当四半期決算に関する定性的情報
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中長期的な会社の経営戦略  

平成25年度経営戦略 

[文具事業部] 

(1)営業戦略の再構築と計画管理の強化による売上増 

  ①百貨店・大型専門店を中心に、高級品・ブランド品等の戦略的な当社商品群を重点投入し、売上増に貢

献してまいります。 

 ②新製品として中高級万年筆・ボールペンの魅力的な製品を集中的に発売し、販路拡大を図ってまいりま

す。 

 ③DAKS等のブランド商品を強化してまいります。 

 ④低価格量産型多色ボールペンを中心に、法人ギフト市場の開拓を進めてまいります。 

 ⑤有名ブランドとのコラボレーション商品など、話題性、市場ニーズの高い商品を開発・販売してまいり

ます。 

 ⑥長年の高級筆記具製造技術を活かしたブランド品のＯＥＭ製造により、安定した当社製造製品の販路確

保に努めてまいります。 

 ⑦販売計画と生産計画とを連動させて、タイムリーな販売、ならびに在庫効率の向上を図ってまいりま

す。 

(2)コスト削減の徹底  

 ①原価低減プロジェクトを更に推進し、業務効率化及び工程見直しによる販売経費、製造コストの削減を

進めてまいります。 

 ②材料購入先の見直し、購入単価低減の交渉、外注加工費の見直し、仕入商品の価格交渉、製品構成の見

直しなどでコスト削減を図ります。 

 ③販売費及び一般管理費につきましては、予算管理を徹底して経費の削減を図ります。  

(3)海外市場の深耕   

  新たに取引開始した東南アジア諸国、北欧諸国に、円安の進行により輸出競争力の増した中高級筆記

具、低価格ボールペンなどを積極的に販売してまいります。富裕層をターゲットとした高級万年筆の新製

品および地域オリジナルの新製品の投入をすすめてまいります。 

(4)Ｅコマースの強化  

  好調なウエブサイトのセーラーショップでは、リスティング広告などの実施、取扱いアイテム数の増加

等により、さらに充実させてまいります。 

(5)業務の効率化  

  文具事業における業務の効率化を図るため、電子文具事業部を廃止して、文具事業部へ統合します。既

存電子文具につきまして品種の絞り込みを行い、重点的拡販を図ることにより、利益の向上を目指しま

す。ＩＴソリューション事業については、文具事業部において研究開発を継続してまいります。 
  

[ロボット機器事業部]  

(1)成長の見込める中国、東南アジア市場では、ベトナムに新たな拠点を新設するとともに、営業を増員し、

中国で生産の低価格取出機を中心に販売台数を伸ばしていきます。 

(2)成熟市場である国内および北米向けには、安定した需要のある食品容器関連や医療機器関連業界で、取出

機と後工程装置を組み合わせたシステム販売で売上確保を図ります。 

(3)地域性やユーザーのニーズに合わせた取出機が提供できるように、高機能機種と低価格機種の両面で新機

種の開発を進め、早期に市場投入する計画です。 

(4)特注機においては、プラスチック成形業界以外の自動化設備受注にも積極的に取り組んで、販路を広げて

まいります。  
  
[全社] 

(1)関連事業の再検討・見直しを引き続き行い、不採算事業からの撤退を進めてまいります。また、すべての

事業及び業務に関し、損失の危険の管理を徹底してまいります。 

(2)全社的な事業構造改革を推進し、発行済新株予約権の行使環境改善に努めるとともに、エクイティファイ

ナンスを含めて、事業継続のための資金調達の多様化に努力してまいります。また、自社の強みをさらに

伸ばすと共に弱みを是正し、魅力ある株式投資先となるべく全社を挙げて努力してまいります  
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（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

   該当事項はありません。  

   

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

   該当事項はありません。 

   

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  該当事項はありません。     

   

当社グループは、前連結会計年度において数期連続して重要な当期純損失を計上し、当第１四半期連結累

計期間においても重要な四半期純損失を計上しているため、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な状況が存在しております。  

このような状況に対応するため、当社グループは以下の施策を実行し、基幹事業の経営基盤の強化を行

い、収益力の強化を図ることにより、当該状況の改善を実現できると考えております。  

平成25年度経営戦略 

[文具事業部] 

(1)営業戦略の再構築と計画管理の強化による売上増 

  ①百貨店・大型専門店を中心に、高級品・ブランド品等の戦略的な当社商品群を重点投入し、売上増に貢

献してまいります。 

 ②新製品として中高級万年筆・ボールペンの魅力的な製品を集中的に発売し、販路拡大を図ってまいりま

す。 

 ③DAKS等のブランド商品を強化してまいります。 

 ④低価格量産型多色ボールペンを中心に、法人ギフト市場の開拓を進めてまいります。 

 ⑤有名ブランドとのコラボレーション商品など、話題性、市場ニーズの高い商品を開発・販売してまいり

ます。 

 ⑥長年の高級筆記具製造技術を活かしたブランド品のＯＥＭ製造により、安定した当社製造製品の販路確

保に努めてまいります。 

 ⑦販売計画と生産計画とを連動させて、タイムリーな販売、ならびに在庫効率の向上を図ってまいりま

す。 

(2)コスト削減の徹底  

 ①原価低減プロジェクトを更に推進し、業務効率化及び工程見直しによる販売経費、製造コストの削減を

進めてまいります。 

 ②材料購入先の見直し、購入単価低減の交渉、外注加工費の見直し、仕入商品の価格交渉、製品構成の見

直しなどでコスト削減を図ります。 

 ③販売費及び一般管理費につきましては、予算管理を徹底して経費の削減を図ります。  

(3)海外市場の深耕   

  新たに取引開始した東南アジア諸国、北欧諸国に、円安の進行により輸出競争力の増した中高級筆記

具、低価格ボールペンなどを積極的に販売してまいります。富裕層をターゲットとした高級万年筆の新製

品および地域オリジナルの新製品の投入をすすめてまいります。 

(4)Ｅコマースの強化  

  好調なウエブサイトのセーラーショップでは、リスティング広告などの実施、取扱いアイテム数の増加

等により、さらに充実させてまいります。 

(5)業務の効率化  

  文具事業における業務の効率化を図るため、電子文具事業部を廃止して、文具事業部へ統合します。既

存電子文具につきまして品種の絞り込みを行い、重点的拡販を図ることにより、利益の向上を目指しま

す。ＩＴソリューション事業については、文具事業部において研究開発を継続してまいります。  

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

３．継続企業の前提に関する重要事象等
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[ロボット機器事業部]  

(1)成長の見込める中国、東南アジア市場では、ベトナムに新たな拠点を新設するとともに、営業を増員し、

中国で生産の低価格取出機を中心に販売台数を伸ばしていきます。 

(2)成熟市場である国内および北米向けには、安定した需要のある食品容器関連や医療機器関連業界で、取出

機と後工程装置を組み合わせたシステム販売で売上確保を図ります。 

(3)地域性やユーザーのニーズに合わせた取出機が提供できるように、高機能機種と低価格機種の両面で新機

種の開発を進め、早期に市場投入する計画です。 

(4)特注機においては、プラスチック成形業界以外の自動化設備受注にも積極的に取り組んで、販路を広げて

まいります。  

[全社] 

(1)関連事業の再検討・見直しを引き続き行い、不採算事業からの撤退を進めてまいります。また、すべての

事業及び業務に関し、損失の危険の管理を徹底してまいります。 

(2)全社的な事業構造改革を推進し、発行済新株予約権の行使環境改善に努めるとともに、エクイティファイ

ナンスを含めて、事業継続のための資金調達の多様化に努力してまいります。また、自社の強みをさらに

伸ばすと共に弱みを是正し、魅力ある株式投資先となるべく全社を挙げて努力してまいります。 

  

  しかしながら、これらの対応策の実現可能性と成否は、市況、需要動向、他社製品との競合等の影響下によ

る成果に負っており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。  

  当社といたしましては、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況の存在を可能な限り、

早期に払拭すべく全社を挙げて鋭意努めてまいります。 
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４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 420,426 485,479

受取手形及び売掛金 1,310,425 1,214,114

商品及び製品 787,449 737,558

仕掛品 119,635 128,160

原材料及び貯蔵品 394,695 422,306

その他 59,140 57,913

貸倒引当金 △16,026 △15,687

流動資産合計 3,075,745 3,029,845

固定資産   

有形固定資産   

土地 953,233 953,233

その他（純額） 156,914 151,412

有形固定資産合計 1,110,147 1,104,645

無形固定資産 12,212 10,072

投資その他の資産   

投資有価証券 292,678 355,425

その他 252,819 249,233

貸倒引当金 △104,964 △104,966

投資その他の資産合計 440,533 499,692

固定資産合計 1,562,893 1,614,410

資産合計 4,638,639 4,644,255

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 746,769 758,497

短期借入金 2,025,540 2,018,454

1年内返済予定の長期借入金 50,200 49,130

リース債務 3,854 3,854

未払法人税等 22,053 8,171

賞与引当金 6,118 19,295

その他 280,212 272,985

流動負債合計 3,134,748 3,130,389

固定負債   

リース債務 3,335 2,371

繰延税金負債 11,963 22,719

退職給付引当金 728,676 723,526

再評価に係る繰延税金負債 307,750 307,750

資産除去債務 23,342 23,342

固定負債合計 1,075,068 1,079,709

負債合計 4,209,816 4,210,099
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年12月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成25年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,320,295 2,372,777

資本剰余金 688,990 741,472

利益剰余金 △3,199,144 △3,347,704

自己株式 △19,963 △20,001

株主資本合計 △209,822 △253,456

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 78,172 99,856

土地再評価差額金 555,747 555,747

為替換算調整勘定 △21,647 △6,423

その他の包括利益累計額合計 612,272 649,179

新株予約権 3,773 2,848

少数株主持分 22,600 35,584

純資産合計 428,823 434,156

負債純資産合計 4,638,639 4,644,255
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年３月31日) 

売上高 1,616,178 1,357,412

売上原価 1,170,021 1,084,570

売上総利益 446,156 272,841

販売費及び一般管理費 443,193 422,082

営業利益又は営業損失（△） 2,963 △149,240

営業外収益   

受取利息 58 108

為替差益 555 3,495

持分法による投資利益 12,885 30,306

その他 782 585

営業外収益合計 14,281 34,496

営業外費用   

支払利息 15,814 15,676

支払手数料 1,950 2,500

その他 1,248 1,171

営業外費用合計 19,012 19,347

経常損失（△） △1,768 △134,092

特別利益   

投資有価証券売却益 955 －

関係会社株式売却益 1,942 －

特別利益合計 2,897 －

特別損失   

特別損失合計 － －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,129 △134,092

法人税、住民税及び事業税 4,735 4,735

法人税等調整額 － －

法人税等合計 4,735 4,735

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △3,605 △138,827

少数株主利益 1,768 9,732

四半期純損失（△） △5,373 △148,560
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（四半期連結包括利益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年３月31日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △3,605 △138,827

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 34,768 21,684

為替換算調整勘定 1,974 18,475

その他の包括利益合計 36,742 40,159

四半期包括利益 33,137 △98,668

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 31,049 △111,652

少数株主に係る四半期包括利益 2,087 12,984
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当社グループは、前連結会計年度において数期連続して重要な当期純損失を計上し、当第１四半期連結累

計期間においても重要な四半期純損失を計上しているため、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるよう

な状況が存在しております。  

このような状況に対応するため、当社グループは以下の施策を実行し、基幹事業の経営基盤の強化を行

い、収益力の強化を図ることにより、当該状況の改善を実現できると考えております。  

平成25年度経営戦略 

[文具事業部] 

(1)営業戦略の再構築と計画管理の強化による売上増 

  ①百貨店・大型専門店を中心に、高級品・ブランド品等の戦略的な当社商品群を重点投入し、売上増に貢

献してまいります。 

 ②新製品として中高級万年筆・ボールペンの魅力的な製品を集中的に発売し、販路拡大を図ってまいりま

す。 

 ③DAKS等のブランド商品を強化してまいります。 

 ④低価格量産型多色ボールペンを中心に、法人ギフト市場の開拓を進めてまいります。 

 ⑤有名ブランドとのコラボレーション商品など、話題性、市場ニーズの高い商品を開発・販売してまいり

ます。 

 ⑥長年の高級筆記具製造技術を活かしたブランド品のＯＥＭ製造により、安定した当社製造製品の販路確

保に努めてまいります。 

 ⑦販売計画と生産計画とを連動させて、タイムリーな販売、ならびに在庫効率の向上を図ってまいりま

す。 

(2)コスト削減の徹底  

 ①原価低減プロジェクトを更に推進し、業務効率化及び工程見直しによる販売経費、製造コストの削減を

進めてまいります。 

 ②材料購入先の見直し、購入単価低減の交渉、外注加工費の見直し、仕入商品の価格交渉、製品構成の見

直しなどでコスト削減を図ります。 

 ③販売費及び一般管理費につきましては、予算管理を徹底して経費の削減を図ります。  

(3)海外市場の深耕   

  新たに取引開始した東南アジア諸国、北欧諸国に、円安の進行により輸出競争力の増した中高級筆記

具、低価格ボールペンなどを積極的に販売してまいります。富裕層をターゲットとした高級万年筆の新製

品および地域オリジナルの新製品の投入をすすめてまいります。 

(4)Ｅコマースの強化  

  好調なウエブサイトのセーラーショップでは、リスティング広告などの実施、取扱いアイテム数の増加

等により、さらに充実させてまいります。 

(5)業務の効率化  

  文具事業における業務の効率化を図るため、電子文具事業部を廃止して、文具事業部へ統合します。既

存電子文具につきまして品種の絞り込みを行い、重点的拡販を図ることにより、利益の向上を目指しま

す。ＩＴソリューション事業については、文具事業部において研究開発を継続してまいります。 
  

[ロボット機器事業部]  

(1)成長の見込める中国、東南アジア市場では、ベトナムに新たな拠点を新設するとともに、営業を増員し、

中国で生産の低価格取出機を中心に販売台数を伸ばしていきます。 

(2)成熟市場である国内および北米向けには、安定した需要のある食品容器関連や医療機器関連業界で、取出

機と後工程装置を組み合わせたシステム販売で売上確保を図ります。 

(3)地域性やユーザーのニーズに合わせた取出機が提供できるように、高機能機種と低価格機種の両面で新機

種の開発を進め、早期に市場投入する計画です。 

(4)特注機においては、プラスチック成形業界以外の自動化設備受注にも積極的に取り組んで、販路を広げて

まいります。  

（３）継続企業の前提に関する注記
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[全社] 

(1)関連事業の再検討・見直しを引き続き行い、不採算事業からの撤退を進めてまいります。また、すべての

事業及び業務に関し、損失の危険の管理を徹底してまいります。 

(2)全社的な事業構造改革を推進し、発行済新株予約権の行使環境改善に努めるとともに、エクイティファイ

ナンスを含めて、事業継続のための資金調達の多様化に努力してまいります。また、自社の強みをさらに

伸ばすと共に弱みを是正し、魅力ある株式投資先となるべく全社を挙げて努力してまいります。 

  

  しかしながら、これらの対応策の実現可能性と成否は、市況、需要動向、他社製品との競合等の影響下によ

る成果に負っており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。  

  当社といたしましては、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況の存在を可能な限り、

早期に払拭すべく全社を挙げて鋭意努めてまいります。 

  

  該当事項はありません。   

   

   

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成24年１月１日 至平成24年３月31日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円）

（注）セグメント利益又はセグメント損失(△)は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成25年１月１日 至平成25年３月31日）  

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（単位：千円）

（注）セグメント損失(△)は四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。 

    

   

   

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（５）セグメント情報等

  
報告セグメント  

調整額  
四半期連結損益 
計算書計上額 

（注）  文具事業  ロボット機器事業 計  

売 上 高   

(1)外部顧客に対する売上高  1,149,950  466,228  1,616,178 －  1,616,178

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  －  －  －

計  1,149,950  466,228  1,616,178  －  1,616,178

セグメント利益又はセグメント

損失(△) 
 △6,548  9,511  2,963  －     2,963

  
報告セグメント  

調整額  
四半期連結損益 
計算書計上額 

（注）  文具事業  ロボット機器事業 計  

売 上 高   

(1)外部顧客に対する売上高  1,032,848  324,563  1,357,412 －  1,357,412

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  －  －  －

計  1,032,848  324,563  1,357,412  －  1,357,412

セグメント損失(△)  △54,285  △94,955  △149,240  －     △149,240
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